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主要国の援助理念の概要
平成１５年１月

経済協力局

米国 ドイツ

１．法的枠組み、主要政策文書等 １．法的枠組み・主要政策文書
（１）対外援助法（６１年） （１）ＯＤＡ政策の法的枠組みとなる法律やＯＤＡ大綱にあたるも

のは存在しない。
（２）主要政策文書
米国国際開発庁（ＵＳＡＩＤ）戦略計画（００年改訂） （２）主要政策文書

開発協力政策第１１次報告（０１年。閣議決定）

２．基本的理念（ＵＳＡＩＤ戦略計画） ２．基本理念（開発協力政策第１１次報告）

secure our「開発途上国、体制移行国の国民による持続的な経済・社会発展の ドイツ政府は 全ての政策アジェンダを地球の将来の保証「 、 （
実現並びに自国及び世界の問題の解決に参加への努力を支援する ）のための努力に貢献するべく構築している。ドイツglobal future
ことを通じて米国の国益に貢献する 」 政府は、開発援助をグローバルな構造政策・平和政策の要素として。

「開発途上国、体制移行国での持続可能な開発の促進は米国の国益 再定義し、我々のパートナーである開発途上国を含む全ての国がグ
に貢献するものであり、世界のリーダーとしての米国の役割の重 ローバリゼーションの機会を活用でき、又地球的なリスクが抑制さ
要な構成要素である。これは、危機の脅威の削減、経済成長と貧 れる方向でグローバリゼーションを形成していくという国際的な課
困削減の条件整備、民主主義、社会正義の拡張、環境の保護に役 題に貢献している 」。
立つ。このような条件の下、これらの国々の市民は自分の社会的
・経済的発展に専念することができるようになり、米国の製品や
サービスの需要創出及び米国と被援助国の協 力関係の増進につ
ながる 」。

「米国の国益は国務省戦略計画に特定されており、ＵＳＡＩＤ戦略
計画に取り込まれている 。」
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英国 フランス

１．法的枠組み主要政策文書等 １．ＯＤＡの法的枠組み及び主要政策文書
（１）国際開発法（International Development Bill。０２年）

（１）ＯＤＡ政策の法的枠組みとなる法律やＯＤＡ大綱にあたるもの
（２）主要政策文書 は存在しない。

「貧困撲滅：グローバル化を貧困克服のために機能させる」
（Eliminating World Poverty: Making Globalisation Work （２）主要政策文書
for the Poor。００年。以下「白書 ） 開発援助白書（ 仏の開発援助政策：より連帯のあるグローバリゼ」。 「

ーションを目指して （La politique francaise d’aide au」）
veloppement: pour une mondialisation plus solidaire。０２de

年）

２．基本的理念 ２．基本理念（開発援助白書）

（１）国際開発法 「世界の貧困対策は必然であり、開発援助は、より安定した、衡平な
（イ）開発大臣は 「貧困削減に寄与すると確信する場合に開発援 グローバリゼーションを実現するための道具であるとの信念の下、、

助を実施することができる 」 仏の援助政策の中心的目的は 『持続的開発の枠組みの中での貧困。 、
（ロ）開発援助とは 「英国外の国又は国々の持続可能な開発の促 及び不平等の削減』である 」、 。

進 、又は「これらの国又は国々の人々の福祉の向上」を目」
的とする支援である。

（２）白書
白書の巻頭言においてブレア首相は、世界の貧困問題が「我々
の直面する最大の道徳的課題」であり 「英国自身に影響を及ぼ、
す国際問題の多くが貧困により発生又は悪化している」こと、国
際的な貧困削減への努力は「英国国内の貧困・社会的排他性との
戦いへの決意と一貫している」ものである旨述べている。
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カナダ 日本

１．法的枠組み・主要政策文書 １．ＯＤＡの法的枠組み及び主要政策文書
（１）ＯＤＡ政策の法的枠組みとなる法律やＯＤＡ大綱にあたるも

のは存在しない。 （１）政府開発援助大綱（９２年。閣議決定）

（２）主要政策文書 （２）政府開発援助に関する中期政策（９９年。対外経済協力関係閣
「世界の中のカナダ （ Canada in the World 。９５年政府発 僚会議で決定の上、閣議で報告）」“ ”
表。以下 「９５指針 ）、 」。

２．理念（９５指針） ２．基本理念（政府開発援助大綱）

「カナダのＯＤＡの目的は、開発途上国の持続可能な開発を支援 「世界の大多数を占める開発途上国においては、今なお多数の人々が
し、もって貧困を削減し、公平で繁栄した世界を形成するために 飢餓と貧困に苦しんでおり、国際社会は、人道的見地からこれを看
貢献することである 」 過することはできない。。

「国際援助は、政府が追求する３つの目的（注： 繁栄と雇用の促 また、世界は、平和と繁栄が実現され、自由、人権、民主主義等『
進 『国際的な平和の促進を通じたカナダの安全の確保 『カナ が確保される社会の構築に向けた努力を行っているが、開発途上国』、 』、
ダの価値観や文化の発信 の実現のために不可欠な手段である の安定と発展が世界全体の平和と繁栄にとって不可欠という意味で』） 。
国際援助は繁栄と雇用のための投資である （中略）国際援助は の国際社会の相互依存関係を認識しなければならない。。
人間の安全保障への主要な脅威と闘うことで世界の安全に貢献す さらに、環境の保全は、先進国と開発途上国が共同で取り組むべ
る （中略）そして、それは、最も明確なカナダの価値観・文化 き全人類的な課題となっている。。
の国際的な表現である 」 一方、平和国家としての我が国にとって、世界の平和を維持し、。

国際社会の繁栄を確保するため、その国力に相応しい役割を果たす
ことは重要な使命である。
我が国は、以上の考え方の下に、開発途上国の離陸へ向けての自

助努力を支援することを基本とし、広範な人造り、国内の諸制度を
含むインフラストラクチャー（経済社会基盤）及び基礎生活分野の
整備等を通じて、これらの国における資源配分の効率と公正や「良
い統治」の確保を図り、その上に健全な経済発展を実現することを
目的として、政府開発援助を実施する。その際、環境保全の達成を
目指しつつ、地球的規模での持続可能な開発が進められるよう努め
る。
このような我が国の支援の努力によって、我が国と他の諸国、特

に開発途上国との友好関係の一層の増進が期待される 」。


